
４．減損会計関係
減損の兆候が認められた固定資産（翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資
産）

{ 使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 種 類 場 所

宿泊施設（ときわ荘） 土 地 さいたま市

５．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。

（単位：千円）

契 約 内 容 契 約 先 金 額

総合研究棟（工学系）新営工事 八生建設j 326¶550

総合研究棟（工学系）新営電気設備工事 花形電気土木j 73¶500

総合研究棟（工学系）新営機械設備工事 jテクノ菱和 69¶825

第一武道場耐震改修工事 小野里工業j 23¶625

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額（＊１） 時 価（＊１） 差 額（＊１）

\ 現金及び預金 4¶534¶222 4¶534¶222 `

] 未払金 (2¶133¶241) (2¶133¶241) `

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
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] 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ています。

３．徴収不能引当金の計上基準
債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒実績率により見積もった回収不能見込額を引当金とし
て計上しています。
４．賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は
計上していません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末にお
ける支給見込額に基づき計算された賞与に係る引当外増加額を計上しています。
５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上していません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第86第
４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。
６．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）を採用しています。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 最終仕入原価法

８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
決算日における10年利付政府保証債の利回りを参考に決定しています。

９．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっています。
10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によります。

（注記事項）
１．貸借対照表関係
\ 引当外退職給付の見積額 7¶020¶032千円
] 引当外賞与の見積額 510¶949千円
２．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 4¶534¶222千円
定期預金 �500¶000千円

G G G G G G

資金期末残高 4¶034¶222千円
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] 重要な非資金取引
寄附受による資産の増加 102¶627千円

３．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付政府保証債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しています。

| 使用しなくなる日
平成25年４月１日

} 使用しないという決定を行った経緯及び理由
ときわ荘について、用途廃止及び不用とする意思決定がなされたため。

~ 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
将来の使用しなくなる日における帳簿価額： 247¶600千円
回収可能サービス価額： 正味売却価額
減損額の見込額： `

６．重要な後発事象
該当事項はありません。

７．金融商品に関する注記
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については国立大学法人法第35条において準用する独立行政法人通則法第

47条の規定に基づき、国債、地方債及び政府保証債等の有価証券、預貯金、金銭信託に限定して
います。
当事業年度の資金運用にあたっては、定期預金、有価証券（譲渡性預金）にて行っています。
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